
JP 5910124 B2 2016.4.27

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の周波数の励磁電流を試験コイルに印加して、機械装置に組み込まれる軸受の表面
部に渦電流を誘導し、前記渦電流に基づき変化する前記試験コイルの出力電圧を検出して
、前記出力電圧に基づき前記軸受の残存寿命を予測する軸受の残存寿命予測方法であって
、
　前記励磁電流の前記周波数を可変出力する渦電流装置を用いて、前記試験コイルに印加
される前記励磁電流の前記周波数を高周波数域から低周波数域まで複数段階で変化させ、
　前記軸受の使用前後に対する前記試験コイルの前記出力電圧を前記励磁電流の前記周波
数ごとにそれぞれ検出し、
　前記軸受の使用前後における前記励磁電流の前記周波数ごとの前記出力電圧の差である
第１差分を算出し、隣接して設定される周波数間における前記第１差分同士の差である第
２差分を算出し、軸受の深さ方向の使用前後の組織変化の度合いに基づく前記第２差分の
値を用いて、前記軸受の残存寿命を予測する軸受の残存寿命予測方法。
【請求項２】
　前記軸受は、外輪、内輪、及び転動体を含み、
　前記軸受の前記表面部は、前記外輪の外輪軌道面、前記内輪の内輪軌道面、及び前記転
動体の転動面であり、
　前記外輪の前記外輪軌道面、前記内輪の前記内輪軌道面、及び前記転動体の前記転動面
のそれぞれに対して残存寿命を予測して、前記外輪の前記外輪軌道面、前記内輪の前記内
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輪軌道面、及び前記転動体の前記転動面のうち最も残存寿命の低い値を前記軸受全体の残
存寿命として予測する請求項１に記載の軸受の残存寿命予測方法。
【請求項３】
　前記渦電流装置により前記励磁電流の前記周波数を周波数ｆ１から周波数ｆｎ｛ただし
、ｎ＞１，ｆｉ＞ｆi＋１（ただし、ｉ＝１，・・・，ｎ－１）｝まで複数段階で変化さ
せて前記試験コイルに印加させる場合、
　前記軸受の使用前後における前記励磁電流の前記周波数ｆｉごとの前記出力電圧の差で
ある第１差分を算出する際、
　更に、前記周波数ｆｉと前記周波数ｆi＋１との間における、前記第１差分同士の差分
である第２差分を前記複数段階の全範囲に亘って算出して、前記第２差分のうち最大とな
る値に基づき疲労が最も進行している深さを予測すると共に、前記値に対応する周波数で
の前記第１差分に基づき前記軸受の寿命を予測する請求項１又は２に記載の軸受の残存寿
命予測方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軸受の残存寿命予測方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　工場に付設される工作機械などの機械装置において回転駆動部などに転がり軸受（以下
、単に「軸受」とも言う）が組み込まれている。そして、軸受は、特殊な環境で使用され
る場合を除いて、軸受内部に塵などの異物が侵入することが少ないクリーンな潤滑環境下
で使用されることが好ましい。しかしながら、このような潤滑環境下でも、ある一定期間
使用されると、軸受の外輪又は内輪の軌道面、或いは転動体の転動面でウロコ状に金属片
が剥がれ落ちる、所謂、剥離現象が現場で発生してしまうことがよくある。なお、かかる
環境下では、この剥離現象は鋼中に存在する非金属介在物を起点として発生することが知
られる。この種の剥離は、「介在物起点型剥離」と一般的に言われる。
【０００３】
　剥離現象は、長期間使用される軸受にとって避けることができない現象である。軸受の
軌道面などに剥離現象が一旦発生してしまうと、軸受使用時に振動が発生するなどの問題
が起こり、最悪の場合には製造製品への損傷、又は工場の付設機械などの重大損傷に繋が
る可能性がある。
【０００４】
　ここで、剥離現象などの異常有無を検査するため、工場などの現場において直接目視な
どで検査が行われるが、軸受を専門業務としない工場の検査では、設備や技術的な問題か
ら、軸受の正確な検査が困難であることが多い。また、異常発生の事前防止の観点から、
剥離現象などの異常が発生する前に、事前に転がりの寿命を予測できることが好ましい。
【０００５】
　そこで、従来から、機械装置に組み込まれる軸受にセンサを取り付け、センサから発信
される信号を取得することにより軸受の状況をモニタリングして、軸受の寿命予測を行う
軸受の監視・診断システム及びその方法が種々提案されている。また、軸受の残存寿命予
測方法としては、軸受が使用される中で変化していくパラメータに着目して、そのパラメ
ータの変化に基づいて軸受の疲労の進行度合いを検出する方法が有効である。
【０００６】
　このような方法としては、例えば、軸受に充填される潤滑油中の摩耗粉の量の時系列変
化を測定し、その測定結果に基づいて軸受の劣化度合いを検出するものが知られる（例え
ば、特許文献１参照）。また、金属材料自体の特性を評価して転がりの残存寿命を予測し
ようとするものとしては、Ｘ線解析によるマルテンサイト組織の半価幅の減少量と残留オ
ーステナイト量の減少量を疲労度パラメータとして用いるものが知られる（例えば、特許
文献２参照）。また、渦電流装置により軸受のインピーダンスを測定することにより、金
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属材料の組織変化の程度を推測して疲労度を求めるものが知られる（例えば、特許文献３
参照）。さらに、この渦電流装置を用いる他の例としては、励磁電流において複数の周波
数で測定を行い、金属材料の組織の変化量を検出するものも知られる（例えば、特許文献
４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００５―３４５１３２号公報
【特許文献２】特公昭６３―３４４２３号公報
【特許文献３】国際公開第２０１１／０７４６５４号
【特許文献４】特開平１０―２０６３９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところで、軸受の疲労とは金属材料そのものの材質的変化に依存するものであるため、
疲労度合いを予測する方法としては、上記特許文献１よりも金属材料の特性を直接評価す
るものが好ましい。
【０００９】
　また、金属材料の特性を評価する点において、上記特許文献２のものは好適であると考
えられるが、Ｘ線を用いて金属材料の組織変化を測定するものであるため、工場などの現
場での測定が困難であると共に、介在物起点型剥離の場合では最も疲労が進む箇所は動的
最大せん断応力位置付近であるため、Ｘ線の浸透深さを考慮すると電解研磨を施す必要が
ある。このため、結果的に破壊検査となってしまい、その後の軸受の使用が不能になって
しまう問題点があった。
【００１０】
　また、上記特許文献３のものは、単一の周波数で測定するため表面疲労には有効である
が、内部疲労のような疲労形態には不向きであり改良の余地があった。また、上記特許文
献４のものは、複数の周波数で測定を行うものであるが、切削加工や研削加工において発
生する加工変質層を測定するものであり、軸受疲労による組織変化を測定し、軸受の残存
寿命を予測するものではない。
【００１１】
　本発明は、前述の事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、機械装置に組み込ま
れる軸受を非破壊で検査し、軸受の残存寿命を精度よく予測することができる軸受の残存
寿命予測方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の上記目的は、下記の構成により達成される。
（１）所定の周波数の励磁電流を試験コイルに印加して、機械装置に組み込まれる軸受の
表面部に渦電流を誘導し、渦電流に基づき変化する試験コイルの出力電圧を検出して、出
力電圧に基づき軸受の残存寿命を予測する軸受の残存寿命予測方法であって、励磁電流の
周波数を可変出力する渦電流装置を用いて、試験コイルに印加される励磁電流の周波数を
高周波数域から低周波数域まで複数段階で変化させ、軸受の使用前後に対する試験コイル
の出力電圧を励磁電流の周波数ごとにそれぞれ検出し、軸受の使用前後における励磁電流
の周波数ごとの出力電圧の差である第１差分を算出し、隣接して設定される周波数間にお
ける第１差分同士の差である第２差分を算出し、軸受の深さ方向の使用前後の組織変化の
度合いに基づく第２差分の値を用いて、軸受の残存寿命を予測する軸受の残存寿命予測方
法。
（２）軸受は、外輪、内輪、及び転動体を含み、軸受の表面部は、外輪の外輪軌道面、内
輪の内輪軌道面、及び転動体の転動面であり、外輪の外輪軌道面、内輪の内輪軌道面、及
び転動体の転動面のそれぞれに対して残存寿命を予測して、外輪の外輪軌道面、内輪の内
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輪軌道面、及び転動体の転動面のうち最も残存寿命の低い値を軸受全体の残存寿命として
予測する（１）に記載の軸受の残存寿命予測方法。
（３）渦電流装置により励磁電流の周波数を周波数ｆ１から周波数ｆｎ｛ただし、ｎ＞１
，ｆｉ＞ｆi＋１（ただし、ｉ＝１，・・・，ｎ－１）｝まで複数段階で変化させて試験
コイルに印加させる場合、軸受の使用前後における励磁電流の周波数ｆｉごとの出力電圧
の差である第１差分を算出する際、更に、周波数ｆｉと周波数ｆi＋１との間における、
第１差分同士の差分である第２差分を複数段階の全範囲に亘って算出して、第２差分のう
ち最大となる値に基づき疲労が最も進行している深さを予測すると共に、この値に対応す
る周波数での第１差分に基づき軸受の寿命を予測する（１）又は（２）に記載の軸受の残
存寿命予測方法。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、励磁電流の周波数を可変出力する渦電流装置を用いて、試験コイルに
印加される励磁電流の周波数を高周波数域から低周波数域まで複数段階で変化させ、軸受
の使用前後に対する試験コイルの出力電圧を励磁電流の周波数ごとにそれぞれ検出し、軸
受の使用前後における励磁電流の周波数ごとの出力電圧の差である第１差分を算出し、隣
接して設定される周波数間における第１差分同士の差である第２差分を算出し、軸受の深
さ方向の使用前後の組織変化の度合いに基づく第２差分の値を用いて、軸受の残存寿命を
予測する。このため、機械装置に組み込まれる軸受において、例えば介在物起点型剥離な
どの疲労が発生する前に、軸受損傷時期、即ち、軸受の残存寿命を、非破壊且つ高精度で
予測することができる。
【００１４】
　また、本発明によれば、外輪の外輪軌道面、内輪の内輪軌道面、及び転動体の転動面の
それぞれに対して残存寿命を予測して、外輪の外輪軌道面、内輪の内輪軌道面、及び転動
体の転動面のうち最も残存寿命の低い値を軸受全体の残存寿命として予測するため、軸受
全体として適切な残存寿命を予測することができる。
【００１５】
　また、本発明によれば、更に、周波数ｆｉと周波数ｆi＋１との間、即ち、隣接して設
定される周波数間における、第１差分同士の差分である第２差分を複数段階の全範囲に亘
って算出して、第２差分のうち最大となる値に基づき疲労が最も進行している深さを予測
すると共に、この値に対応する周波数での第１差分に基づき軸受の寿命を予測する。この
ため、軸受の残存寿命を、軸受の表面部からの深さ情報も評価し得て、より高精度に予測
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明に係る軸受の残存寿命予測装置の概略構成図である。
【図２】渦電流装置により軸受の表面部に渦電流が誘導される様子を示す図である。
【図３】軸受の軌道面からの深さとＸ線測定から得られた疲労進行度との関係を示す図で
ある。
【図４】疲労進行度と複数の特定周波数での軸受使用前後における出力電圧の差との関係
を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明に係る軸受の残存寿命予測装置及び残存寿命予測方法の一実施形態につい
て、図面に基づいて詳細に説明する。
【００１８】
　本実施形態の軸受の残存寿命予測装置１０（以下、単に「残存寿命予測装置」とも言う
）は、外輪、内輪、及び転動体を含む軸受の残存寿命を予測するためのものである。また
、本実施形態では、軸受が使用される環境として、軸受内部に塵などの異物が侵入するこ
とが少ないクリーンな潤滑環境を想定している。
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【００１９】
　残存寿命予測装置１０は、図１に示すように、渦電流を発生させると同時にこの渦電流
によって生じる出力電圧を検出する渦電流装置（渦電流装置、検出部）１１、軸受の残存
寿命を算出する診断部１２、入力部１３、及び表示部１４を備える。渦電流装置１１及び
診断部１２は、主に、演算器、記憶装置、信号変換器などを含む演算装置として構成され
る。そして、渦電流装置１１には、軸受における金属材料の表面部に発生した渦電流を感
知するためのプローブ１５が接続される。また、プローブ１５の内部には、ブリッジ回路
の一部として構成される不図示の試験コイルが搭載される。
【００２０】
　渦電流装置１１は、プローブ１５の試験コイルに所定の周波数の励磁電流を印加して、
軸受の表面部（本実施形態では、軸受の表面部として、外輪の外輪軌道面、内輪の内輪軌
道面、及び転動体の転動面とされる。）に渦電流を誘導する。それと同時に、渦電流装置
１１は、その渦電流に基づき変化する試験コイルの出力電圧を検出する。これにより、残
存寿命予測装置１０は、軸受の測定を非破壊の状態で検出することができる。
【００２１】
　特に、本実施形態では、渦電流装置１１は、励磁電流の周波数を可変出力できるように
構成されており、試験コイルに印加される励磁電流の周波数を高周波数域から低周波数域
まで複数段階で変化させる。このとき、渦電流装置１１は、試験コイルの出力電圧を励起
電流の周波数ごとに識別して検出して診断部１２にその検出結果を出力する。なお、この
とき、本実施形態では、使用後の軸受の残存寿命を算出するため、残存寿命算出の基準と
なる、使用前の軸受、例えば、新品状態の軸受について予め検出が行なわれている。この
新品の軸受に関する検出データは、診断部１２に接続されるデータベース３３に蓄積され
ている。
【００２２】
　診断部１２は、渦電流装置１１によって検出が一通り完了した後、渦電流装置１１によ
って検出された軸受の使用前後における励磁電流の周波数ごとの出力電圧の差を算出して
、軸受の残存寿命を予測する。その予測結果は、表示部１４に表示されてユーザに報知さ
れることになる。
【００２３】
　次に、軸受の外輪軌道面を測定対象とする場合を例に、本実施形態の残存寿命予測装置
の動作についてより詳細に説明する。なお、図２では、説明の便宜上、外輪の外輪軌道面
を例にして説明するが、この例に加えて、内輪の内輪軌道面及び転動体の転動面について
も同様な測定が行なわれる。
【００２４】
　軸受の残存寿命を予測する際には、後述する手順に従い、事前に、例えば、使用前の新
品状態の軸受の外輪２１の外輪軌道面２１ａに対しても測定しておき、測定対象軸受の識
別番号と共に、データベース３３に一時的に記録しておく。
【００２５】
　残存寿命予測の手順を説明すると、図２に示すように、まず、外輪２１の外輪軌道面２
１ａにプローブ１５を近接配置する。そして、渦電流装置１１によって励磁電流の周波数
を周波数ｆ１から周波数ｆｎ｛ただし、ｎ＞１，ｆｉ＞ｆi＋１（ただし、ｉ＝１，・・
・，ｎ－１）｝まで複数段階で変化させて試験コイルに印加させ、このときの軸受の使用
後の外輪軌道面２１ａに対する試験コイルの出力電圧を励磁電流の周波数ごとにそれぞれ
検出する。そして、診断部１２は、データベース３３から使用前の検出データを読み込み
、軸受の使用前後における励磁電流の周波数ｆｉごとの出力電圧の差である第１差分（即
ち、各電圧ベクトルの距離）を算出する。
【００２６】
　さらに、診断部１２は、周波数ｆｉと周波数ｆi＋１との間、即ち、隣接して設定され
る周波数間における、第１差分同士の差分である第２差分を複数段階の全範囲に亘って算
出する。そして、診断部１２は、第２差分のうち最大となる値に基づき疲労が最も進行し
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ている深さを予測すると共に、この値に対応する周波数での第１差分に基づき、介在物起
点型剥離に至るまでの時間、即ち、軸受の寿命を予測する。
【００２７】
　また、検出は、外輪軌道面、内輪軌道面、転動体の転動面に対してそれぞれ実施され、
診断部１２は、外輪２１の外輪軌道面２１ａだけではなく、内輪の内輪軌道面、及び転動
体の転動面のそれぞれに対しても残存寿命を予測して、外輪２１の外輪軌道面２１ａ、内
輪の内輪軌道面、及び転動体の転動面のうち最も残存寿命の低い値を軸受全体の残存寿命
として予測して出力する。
【００２８】
　また、ここで、渦電流装置１１を用いて励磁電流の周波数を高周波数域から低周波数域
まで可変して試験コイルに印加する際、上述したように、常に平衡バランス（ゼロ点）と
なる試料軸受、即ち、使用前の新品の軸受を別途用意して高周波数域から低周波数域まで
測定して、予測基準となる検出データを構築する。このとき、本実施形態では、いずれの
周波数においても常に出力電圧が同じになるように位相角及び感度を周波数ごとに個別に
設定する。具体的には、本実施形態では出力電圧が単位電圧（１Ｖ）となるように設定し
ている。
【００２９】
　また、高周波数域から低周波数域までの周波数の選定にあたっては、下記表１に示すよ
うに、浸透深さが２５μｍ間隔で等間隔になるように設定している。なお、この浸透深さ
とは、プローブ１５内の試験コイルが形成する磁界が、軸受の表面部での磁界の約３７％
となる深さを意味しており、渦電流探傷試験によって検出できる深さを目安として設定さ
れる。また、下記表１は、軸受の金属材料として、ＳＵＪ２材を前提にした値となってい
る。
【００３０】
【表１】

【００３１】
　次に、本発明の技術的意義について説明する。
　本発明者らは、所定の単一に固定された周波数において使用前後の出力電圧の差が大き
い程、新品の軸受と比べて軸受の金属材料の組織変化及び表面粗さの変化の度合いが大き
い、即ち、疲労していることを知見している（例えば、上記特許文献３参照）。この知見
に加えて、本発明者らは、励磁電流の周波数を高周波数域から低周波数域まで可変する渦
電流装置１１を用いることにより、例えば、クリーンな環境下で頻発する介在物起点型剥
離までの寿命をより高精度に測定することができることを見出した。
【００３２】
　軸受が剥離に到達するまでの疲労現象は、金属材料そのものの材質変化であり、新品の
軸受との金属材料の組織的な差を検出することができれば、剥離までの寿命を予測するこ
とができる。特に、介在物起点型剥離は、軸受の外輪又は内輪の軌道面、或いは転動体の
転動面での直下の最大せん断応力発生位置近傍の介在物から発生するため、疲労による組
織変化は内部にピークをもつ疲労パターンとなる。
【００３３】
　即ち、渦電流は表面効果であり、このため金属材料の表面部の上層部ほど大きな電流が
流れることが知られるが、本発明では、その上層部とその内部との渦電流のバランスは試
験コイルに印加する励磁電流の周波数により変え得ることに着目している。なお、励磁電
流の周波数が低いほど金属材料内部に浸透することが分かっている。
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【００３４】
　つまり、低周波数域側で測定した出力電圧値から高周波数域側で測定した出力電圧値を
差し引いた値、即ち、上述した第２差分というのは、軸受の軌道面などからの深さ方向に
対する組織変化の度合いを意味する。このため、この性質を適切に利用することで組織変
化が最大となる内部位置（疲労のピーク位置）を検出することができる。さらに、本発明
では、疲労のピーク位置に相当する周波数で測定した出力電圧値と、新品の軸受と、を比
較することにより、疲労の度合いを予測している。
【００３５】
　以上説明したように、本実施形態によれば、励磁電流の周波数を可変出力する渦電流装
置１１を用いて、試験コイルに印加される励磁電流の周波数を高周波数域から低周波数域
まで複数段階で変化させ、軸受の使用前後に対する試験コイルの出力電圧を励磁電流の周
波数ごとにそれぞれ検出し、軸受の使用前後における励磁電流の周波数ごとの出力電圧の
差を算出して、軸受の残存寿命を予測する。このため、機械装置に組み込まれる軸受にお
いて、例えば介在物起点型剥離などの疲労が発生する前に、軸受損傷時期、即ち、軸受の
残存寿命を、非破壊且つ高精度で予測することができる。
【００３６】
　また、本実施形態によれば、外輪２１の外輪軌道面２１ａ、内輪の内輪軌道面、及び転
動体の転動面のそれぞれに対して残存寿命を予測して、外輪２１の外輪軌道面２１ａ、内
輪の内輪軌道面、及び転動体の転動面のうち最も残存寿命の低い値を軸受全体の残存寿命
として予測するため、軸受全体として適切な残存寿命を予測することができる。
【００３７】
　また、本実施形態によれば、更に、周波数ｆｉと周波数ｆi＋１との間、即ち、隣接し
て設定される周波数間における、第１差分同士の差分である第２差分を複数段階の全範囲
に亘って算出して、第２差分のうち最大となる値に基づき疲労が最も進行している深さを
予測すると共に、この値に対応する周波数での第１差分に基づき軸受の寿命を予測する。
このため、軸受の残存寿命を、軸受の表面部からの深さ情報も評価し得て、より高精度に
予測することができる。
【実施例】
【００３８】
　本発明の効果を確認するために、上述した軸受の残存寿命予測装置１０を用いて試験を
行った。試験にあたっては、同じ軸受形式（転がり軸受６２０６）の軸受を、軸受１～５
を用意して、それぞれ所定時間使用して疲労を進行させた。このときの試験条件を以下に
示す。
【００３９】
［試験条件］
　軸受形式：６２０６
　軸受荷重：６００ｋｇｆ
　最大接触圧力：３２０ｋｇｆ／ｍｍ２

　油圧パラメータ：Λ＝２
　潤滑油：強制循環給油
　使用時間：軸受１：３３９３ｈｒ（疲労進行度１０％）
　　　　　　軸受２：６７８６ｈｒ（疲労進行度２０％）
　　　　　　軸受３：１０１７９ｈｒ（疲労進行度３０％）
　　　　　　軸受４：１６９６５ｈｒ（疲労進行度５０％）
　　　　　　軸受５：２７１４４ｈｒ（疲労進行度８０％）
　ここで、疲労進行度とは、各軸受の使用時間を、略メジアン寿命に等しい、Ｌ１０寿命
の６倍の値（即ち、軸受が破損する時間）で割った値として定義している。
【００４０】
　また、本発明の効果を比較検証するため、軸受１及び軸受５に対してＸ線解析の手法を
用いて疲労度を別途解析した。その結果を図３に示す。
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【００４１】
　なお、かかる疲労度の測定については、まず測定対象箇所のマルテンサイト半価幅の減
少量δａ、及び残留オーステナイトの減少量δｂを測定する。そして、測定されたマルテ
ンサイト半価幅の減少量δａ、及び残留オーステナイトの減少量δｂを次の式（疲労度＝
δａ＋Ｃ×δｂ　）に代入して疲労度を算出している。ただし、係数Ｃは、残留オーステ
ナイト量に依存する材料係数である。本実施例では、軸受として残留オーステナイト量が
１０体積％のＳＵＪ２鋼を用いているため、Ｃの値を０．１としている。
【００４２】
　Ｘ線解析の手法を用いた結果では、図３に示すように、軸受１及び軸受５に対し、介在
物起点型剥離に至るまでの典型的な内部疲労が示されており、最大疲労深さは約１００μ
ｍとなっている。そして、最大疲労度は、軸受１の場合に１．３、軸受５の場合に２．７
となっていることが分かる。なお、介在物起点型剥離は、軸受内部に塵など異物が侵入す
ることが少ない、クリーンな環境下で頻繁に観察されることが一般的に知られている。
【００４３】
　表２に、軸受１及び軸受５に対して、本発明に係る手法を用いて第１及び第２差分を算
出した結果を示す。なお、本実施例では、使用前の軸受として新品のものを用いている。
【００４４】
【表２】

【００４５】
　表２に示すように、高周波数域から低周波数域に行く程、軸受の使用前後における前記
励磁電流の周波数ｆｉごとの出力電圧の差である第１差分｛即ち、ΔＥ（ｆｉ）｝は増加
傾向にある。また、周波数ｆｉと周波数ｆi＋１との間における、第１差分同士の差分で
ある第２差分｛即ち、ΔＥ（ｆｉ＋１）－ΔＥ（ｆｉ）｝において、１１０ｋＨｚと１６
０ｋＨｚの間で最も大きいことが分かる。これは、浸透深さが１００μｍから１２５μｍ
との間で最も大きいことを意味しており、Ｘ線解析の結果（図３参照）と整合している。
【００４６】
　また、図４は、第２差分｛即ち、ΔＥ（ｆｉ）－ΔＥ（ｆｉ－１）｝が最大になるとき
の第１差分｛即ち、ΔＥ（ｆｉ）｝と疲労進行度との関係を示すグラフである。図４に示
すように、疲労が進行するに伴い第１差分が増加していることがわかった。
【００４７】
　このように、本実施例でも、機械装置に組み込まれる軸受において、介在物起点型剥離
などの疲労が発生する前に、軸受損傷時期、即ち、軸受の残存寿命を、非破壊且つ高精度
で予測することができることがわかった。
【００４８】
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　なお、本発明は、上記実施形態に例示したものに限定されるものではなく、本発明の要
旨を逸脱しない範囲において適宜変更可能である。
　例えば、上記実施形態では、渦電流装置に検出部を含める構成としたが、これに限定さ
れず、検出部を渦電流装置と別体にしてもよい。
【符号の説明】
【００４９】
　　１０　　残存寿命予測装置
　　１１　　渦電流装置（渦電流装置、検出部）
　　１２　　診断部
　　１３　　入力部
　　１４　　表示部
　　２１　　外輪
　　２１ａ　外輪軌道面
　　３３　　データベース

【図１】 【図２】
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